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１．震前マニュアル  
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このマニュアルは、地震発生後において、被災建築物の応急危険度判定を円滑に実施する

ため、判定士の養成、判定に関する計画の作成及び判定資機材の備蓄等を震前に、市町村（実

施本部）及び熊本県（支援本部）が準備すべき基本的事項について定めたものである。  

 ≪被災建築物応急危険度判定業務マニュアルの構成≫ 

 

 

 

 

 

 

 

１．支援体制の確立 

（１）県は、熊本県被災建築物応急危険度判定要項第４第２項に定めた地震（震度６弱）

が発生した場合には、以下により支援を行う。 

支援本部：熊本県土木部建築住宅局建築課 

支援本部長：建築課長 

支援担当班：建築課安全推進班 

（２）県は、各市町村における応急危険度判定担当部署及び、幹事県担当部署との連絡網

を整備する。（資１、Ｐ３６参照） 

２．震前支援計画の作成（地震による被災建築物等の想定） 

県は、地震による被害想定等に基づき、判定実施のため必要な事項について、以下の

とおり定める。 

（１）建築物被害棟数は熊本県地域防災計画（熊本県防災会議：令和元年度修正）に基づ

き、布田川・日奈久断層帯中部・南西部連動型の地震による半壊棟数８２，３００

棟を最大の被害棟数とし、判定を行う棟数は津波被害を除いた４２，３００棟する。

（平成２８年熊本地震の判定件数は５７，５７０件） 

（２）実施本部への応援判定コーディネーター及び応援本部員が必要な場合、必要となる

実施本部を所管する広域本部（天草広域本部管内は県央広域本部が所管するもの

とする。）の建築担当職員、又は県内市町村職員による支援を行う。 

（３）判定に用いる資材は、市町村の備蓄リストを参考としながら、判定士機材備蓄リス

ト（資２、Ｐ３７参照）により支援を行う。 

（４）発災時における判定支援計画の決定または変更について、広域支援本部、国土交通

省への報告については、支援要請様式（Ｐ５２参照）により行う。 

第１ 目 的  

第２ 震 前 対 策  

震前マニュアル 

震前対策編 

震後対策編 

震前マニュアル 

支援本部業務マニュアル 

実施本部業務マニュアル（市町村が策定） 

判定士業務マニュアル 

判定コーディネーター業務マニュアル 

チーム編成マニュアル 
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（５）県は、各実施本部で判定士等の参集場所、宿泊所、移送手段を調達できない場合、

防災所管部局と連携しながら、以下により支援を行う。 

① 参集場所：応急危険度判定士の参集場所及び宿泊施設候補地一覧（Ｐ５６参照）

に定めた集合場所。 

  ② 宿 泊 所：応急危険度判定士の参集場所及び宿泊施設候補地一覧（Ｐ５６参照）

に定めた宿泊所。 

  ③ 移送方法：徒歩あるいは自転車等とし、宿泊所、一時参集場所、判定地区が遠隔

地となる場合、鉄道、バス、公用車、自家用車等により移送を行う。 

         また、放置自転車等及びバス等の協定を活用した移送計画について、

検討を行う。 

（６）要判定地区として定めた区域に災害拠点となる施設や避難所、病院等（以下、災害拠

点施設等）がある場合には、以下のとおりとする。 

   ① 判定建築物：市町村及び県防災部局（災害拠点等）、医療部局（医療拠点、大型

病院）との協議により確定する。 

② 構成員：実施本部あるいは支援本部は、災害拠点施設等の判定を行う判定コーデ

ィネーターを１人決定する。 

チームは１チーム原則３人とし、構造を専門とした建築士により構成す

る。班は、少なくとも３班体制（判定士９名）の確保を行う。 

③ 移送方法：移動距離を勘案し、優先して公用車及び自家用車により移送を行う。 

   ④ 集合場所、宿泊所については他の判定士と同様とする。 

（７）要判定地域として定めた区域に以下の施設等がある場合には、判定時期を考慮する。 

   ① 要緊急安全確認大規模建築物 

   ② 耐震改修促進計画に位置付けられた特定既存耐震不適格建築物（耐震改修促進

法第 14 条各項に該当する建築物） 

※危険物の貯蔵等を行う建築物については判定士の安全を考慮する。 

３．判定士受け入れ体制の確立 

県は、応援都道府県等からの応援判定士の受け入れについては、第２第２項（５）に

より集合場所、宿泊所、移送方法等の検討行う。 

４．判定士の養成・登録・名簿作成 

（１）県は、熊本県地域防災計画に基づき、「熊本県被災建築物応急危険度判定士」を養

成し、登録する。 

（２）県は、熊本県被災建築物応急危険度判定士認定要項第１１条に基づき、講習会を開

催し、判定士の認定・台帳登録を行い、その名簿を作成する。 

（３）判定士の目標登録者数は 1,500 人とする。 

令和元年 12 月末現在で判定士数は 1,572 人であり、目標を達成している。 

   ※熊本地震の際には 51 日間にわたる判定により 6,819 人（県内 1,215 人、県外
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5,604 人）の判定士を要している。 

 

 

５．判定コーディネーターの養成・登録・名簿作成 

（１）県は、判定を円滑に実施するため、行政職員等からなる判定コーディネーターをあ

らかじめ養成し、登録する。 

（２）判定コーディネーターの目標登録者数は 50 人とする。 

   ※目標登録判定士の 1/100 以上かつ市町村に 1 人以上配置する。 

    令和元年 12 月末現在でコーディネーター数は 82 人であり、38 市町村において

は 1 人以上のコーディネーターが在籍している。 

（３）県は、判定士と同様に判定コーディネーターの名簿を作成、保管し、市町村に情報

提供を行う。 

６．判定計画班員の能力向上 

県は、判定を円滑に実施するため、市区町村の行政職員からなる実施本部判定計画

班員の能力向上のための講習会等を開催する。 

7．判定技術・運営体制の維持・向上 

県は、判定を円滑に実施するため、判定士に対する判定技術等の能力向上に関する

〈算定根拠〉 

布田川・日奈久断層帯中部・南西部連動型の地震による半壊棟数８２，３００棟から津波

による被害を除いた４３，３００棟を全て判定すると想定。 

・判定方法はオペレーションＡ。 

・２人１組、１日１組あたり平均１５棟判定、１０日間で完了と仮定。 

（被災建築物応急危険度判定必携より） 

          43,300 棟      

      15 棟／組 ×10 日 

・判定士の稼働日数を３日間程度と仮定。 

     第 1 期（1～3 日目）：580 人 

     第 2 期（4～6 日目）：580 人 

     第 3 期（7～10 日目）：各期の約 2 割が再稼働と想定（240 人） 

                340 人 

計 1,500 人（熊本県目標登録者数） 

× 2 人 ≒ 580 人／日 

オペレーションＡ：判定実施区域として定めた区域内の対象の建築物について、「外観」調

査を中心として判定を実施。 

オペレーションＢ：所有者等の「要請」に応じた対象について、「立入り」調査を含む判定

の実施 
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講習、訓練等を行う。 

８．情報交換 

   県と市町村、近隣ブロック協議会、全国協議会、及び国土交通省との支援依頼等には、

確実に意思伝達が行われるよう様式を定める。（全国共通様式） 

９．判定士等の災害補償 

  県等は、判定活動等のために、全国被災建築物応急危険度民間判定士等補償制度を活

用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

１０．判定士等への情報連絡システム 

 県は、判定実施主体が判定実施を決定した後、直ちに判定士等に参集要請する必要が

あるため、判定活動を早急に開始するために必要な情報連絡システムを以下のとおり

とする。 

（１）判定士に対する情報連絡システムの確立 

県は、判定士の参集等を要請するため、（公社）熊本県建築士会、（一社）熊本県建築

士事務所協会、（一社）熊本県建築協会に協力の要請を行う。支援要請様式（Ｐ５２参

照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補償制度における保険金額の概要】 

  死亡     ２，０００万円／人 

  後遺障害   ２，０００万円／人（上限） 

  入院  ５，０００円／人 、 通院３，０００円／人（日額） 

  施設賠償額 １件当たり、対人対物あわせて１億円を限度 

県（支援本部） 

熊本県職員応援判定士等 

支援市町村 市町村職員判定士 

（公社）熊本県建築士会 判定士 

TEL:096-383-3200 FAX:096-383-1543 

（一社）熊本県建築士事務所協会 判定士 

TEL:096-371-2433 FAX:096-371-2450 

（一社）熊本県建築協会 判定士 

TEL:096-364-2122 FAX:096-364-2124 
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（２）登録名簿の管理 

県等は、登録された判定士及び判定コーディネーターの個人情報の管理に留意する

とともに、登録名簿は常に最新の内容とするよう管理する。また、連絡体制を確立する

ために、必要とする範囲で（公社）熊本県建築士会、（一社）熊本県建築士事務所協会、

（一社）熊本県建築協会に判定士名簿を提供する。 

  なお、留意点については以下のとおり。 

  

 

 

 

１１．判定資器材の備蓄 

県は、市町村と協力して、判定活動に必要な資材、装備の備蓄を行い判定士機材備蓄

リスト（資２、Ｐ３７参照）により管理し、定期的に更新を行う。 

１２．周辺都道府県との相互支援体制の確保 

大規模災害時においては、周辺都道府県からの支援に負うことが大きいことから、県

は、判定の相互支援に関する事項について協議を進める。 

（１）相互支援に関する協議会等の設置 

判定の相互支援に関する必要な事項について協議を進めるため、周辺都道府県

との協議会等を設置する。 

（２）相互支援体制の確立のため防災所管部局等との協議 

相互支援体制の確立のため、応援要請の方法、応援受け入れ体制並びに費用の負

担等について、防災所管部局等との協議を進める。 

（３）参集場所の設置 

県内に１次参集場所の確保が難しい場合を想定し、周辺都道府県に参集場所を

設置して応援判定士等の受入れをすることに関する支援について協議を進める。 

１３．市町村との協議 

県は、判定を円滑に行うため、判定実施に関し必要な事項について市町村と協議を行

う。また、市町村は、地域の実情に沿う判定の実施を可能とするため、県と建築関係団

体との協議を踏まえ、市町村管内に在住在勤する建築士等との連携が図れるよう体制

整備を進める。 

１４．判定制度のＰＲ 

県は、判定に関し、多数の判定士の確保並びに災害時における判定業務の円滑な実施

のため、判定制度について普及、啓発を行い、市町村職員、建築士をはじめ一般住民の

理解に努める。このため、県ＨＰ及びＰＲ用パンフレット（資６、Ｐ４２参照）により

普及を行う。 

 

ⅰ 登録者名簿の迅速な検索、参集等のシステムの構築 

ⅱ 登録者名簿の更新システムの構築 

ⅲ 個人情報の保護 
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１５．その他の体制整備 

   県は、被災建築物の応急危険度判定を円滑に行うため、以下のマニュアル等を定める。 

（１） 支援本部業務マニュアル 

（２） 判定士業務マニュアル 

（３） 判定コーディネーター業務マニュアル 

（４） チーム編成マニュアル 

（５） 熊本県被災建築物応急危険度判定士認定要項 

（６） 熊本県被災建築物応急危険度判定士の認定等に関する事務処理要領 

 

 

 

 

 

 

 


